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平成２１年度 ９月補正予算案 

 

 １ 規 模  

 一  般  会  計      ８８億  ４４６万円 

    （債務負担行為）       （４，３００万円） 

 普 通 特 別 会 計      ２４億４，１７４万円 

 企 業 会 計         ８，２００万円 

総       額      １１３億２，８２０万円 

 

 ２ 補正予算案の概要  

Ⅰ 一般会計補正予算案 

 

 

【緊急経済・雇用対策関連 ７０億１，３００万円】 

（１）公共事業等の追加             ３９億９，８18万円 

  内訳 

   国１次補正に伴うもの            22 億５，１９６万円 

   内示増及び単独事業に伴うもの        17 億４，６２２万円 

 

 

 

【国の一次補正に伴うもの】 

 

 ①介護施設の整備                   ７，６６６万円 

   グループホーム等の建設補助及びスプリンクラー整備補助に要する経費

を計上するもの。 

 

 

 ②ごみ収集車両購入事業                ３，４５０万円 

   耐用年数を経過したごみ収集車両（小型塵芥機械車）３台について、低公

害車（ハイブリッド自動車）に更新するための経費を計上するもの。 

 

 

 ③農林水産施設の整備               １億９，３８０万円 

   農道・農業用施設・林道・漁港の整備等に要する経費を計上するもの。 
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 ④港湾施設の整備                  7 億１，１００万円 

   フェリーターミナルにおける防衝板やコンテナターミナル等での監視カ

メラシステムの交換等に要する経費を計上するもの。 

 

 

 ⑤学校施設太陽光発電導入事業          １２億３，６００万円 

   小学校・中学校・特別支援学校 120 校に太陽光発電設備を導入するため

の経費を計上するもの。 

 

 

 

【内示増及び単独事業に伴うもの】 

 

主な事業 

 ⑥道路の整備                    ５億１，３０２万円 

   長行田町線、国道３号、須磨園南原曽根線、田町25号線ほか 

 

 ⑦河川の整備                    １億６，０２０万円 

   江川、割子川、撥川ほか 

 

 ⑧街路の整備                    5 億２，０００万円 

   日明渡船場線、新若戸道路、飛行場南線ほか 

 

 ⑨公園の整備                      ２，８００万円 

   和布刈塩水プール真空ポンプ取替え、桃園室内ボイラー更新等 

 

 ⑩小倉駅北口西地区の交通アクセス環境整備事業    １億５，９００万円 

   小倉駅北口西地区に移転事業が進められている小倉記念病院の建設にあ

わせて地区内道路の整備に要する経費を計上するもの。 

 

 

 ⑪施設の維持補修等経費               ３億６，６００万円 

   旧大連航路上屋の耐震化や、公立保育所、消防庁舎等の補修に要する経費

を計上するもの。 
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（２）雇用の創出                     3 億２７１万円 

雇用情勢の悪化に対応するため、雇用創出事業を実施するもの。 

   ３１事業  雇用者数３７７名（うち新規雇用者数３２６名） 

 

（３）中小企業の支援                   １，６３０万円 

   地元中小企業の海外進出の支援及び受注拡大、技術連携の支援に要する経費を計上

するもの。 

 

（４）環境モデル都市の推進              ９億６，６００万円 

   地球温暖化対策等の喫緊の環境問題を解決するために不可欠である取り組みを支

援するため、「地域環境保全対策費等補助金（地域グリーンニューディール基金）」を

「北九州市環境保全基金」に積み立てる経費等を計上するもの。 

 

（５）中心市街地の活性化                  １，３００万円 

   中心市街地活性化に向けた取り組みをさらに推進するため、中心市街地の魅力を高

める「にぎわいづくりイベント」や、商店街の「まちかど観光案内所」のモデル的設

置など、ソフト事業を実施する経費を計上するもの。 

 

（６）その他  

（ア）福祉・医療・健康づくりの充実         ３億７，６２３万円 

 主な事業 

  ①健康診査及び健康診査受診促進事業        ２億４，８０７万円 

    国の１次補正に伴い、一定の年齢に達した女性に対して、子宮頸がん、乳がんの

検診料の自己負担分を免除する等の支援に要する経費等を計上するもの。 

 

  ②住宅手当緊急特別措置事業            １億１，４９６万円 

    国の１次補正に伴い、住宅を喪失した離職者等が安心して就職活動を行うことが

できるよう、住宅費を給付するとともに、支援員を配置して就労支援を行うもの。 

 

（イ）新型インフルエンザ対策等、安全・安心対策   １億５，５２０万円   

    新型インフルエンザ対策として、医療体制の整備、感染防止対策の強化等に要す 

る経費を計上するもの。 

   また、火災、地震などの災害発生情報を登録者にメール配信するシステム更新等 

に要する経費を計上するもの。 
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（ウ）子育て・教育環境の充実            ８億６，９６６万円 

 

主な事業 

① 児童養護施設等の環境・資質向上事業（安心こども基金） 
９，７５７万円 

   児童養護施設等の生活向上のための環境改善や、児童福祉施設等の職員の資質向

上のための研修補助に要する経費を計上するもの。 

  

  ②母子家庭等自立支援給付金事業           ７，８２０万円 

   母子家庭の母が資格取得養成機関に在籍する間、安定した修学環境を提供するこ

とを目的に、現行の高等技能訓練促進費の支給月額の引き上げ及び支給期間の拡大

に要する経費を計上するもの。 

 

  ③特定不妊治療費助成事業              ２，７５０万円 

    特定不妊治療に係る公費助成額１回当たり１０万円から１５万円に拡充するた

めの経費を計上するもの。 

 

  ④パソコン追加整備事業             ４億１，２００万円 

                       債務負担（４，３００万円） 

    国のスクールニューディール構想を踏まえ、全小・中・特別支援学校に整備して

いる学校コンピュータを追加整備するための経費を計上するもの。 

 

 

  ⑤理科教育設備整備事業               ２億３００万円 

    新学習指導要領の先行実施に伴い、小・中・高・特別支援学校に理科教材・教具

（実験道具等）を購入するための経費を計上するもの。 

 

 

  ⑥学校図書館図書整備事業              ３，２３０万円 

    小・中・特別支援学校の学校図書館図書の整備率の低い学校への追加整備に要す

る経費を計上するもの。 

 

 

（エ）その他                    ３億１，５８４万円 

 

主な事業 

  ①市立病院地上デジタル放送対策事業出資金        ７，６００万円 

    地上デジタル放送に対応するため、市立病院のテレビアンテナ等の改修に要する

経費を計上するもの。 
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  ②フェリー経営支援事業                ２億２４０万円 

    フェリー利用促進のための「社会実験」等に要する経費を計上するもの。 

 

 

【緊急経済・雇用対策関連以外】 

 

（１）災害復旧事業                  ２億９，１３５万円 

   平成 21年 7月 24日～26日の大雨による農地・農業用施設、道路、河川、公園、

住宅施設の被災箇所の復旧経費。 

 

（２）市税還付金                        １５億円 

   急激な景気後退により、法人市民税等において予算額を超える還付金の発生が見込

まれるため増額補正するもの。 

 

 

 

 Ⅱ 普通特別会計補正予算案 

 

（１）港湾整備特別会計                 ４億６，５７２万円 

    西海岸埋立地取得に要する経費及びひびきコンテナターミナル南東側港湾関連

用地の地盤改良に要する経費を計上するもの。 

 

（２）介護保険特別会計                 ９億２，５９７万円 

    Ｈ２０決算に伴う国・県への返還金及び第１号被保険者保険料の剰余分の準備

基金への積み立てに要する経費を計上するもの。 

 

（３）後期高齢者医療特別会計            １０億５，００５万円 

    平成 20 年度に納付できなかった保険料負担金について、過年度精算納付額と

して、後期高齢者医療広域連合に納付するもの。 

 

 

 

 Ⅲ 企業会計補正予算案 

 

（１）病院事業会計                    ８，２００万円 

    地上デジタル放送に対応するためテレビアンテナ等の改修費及び新型インフル

エンザ対策等に要する経費を計上するもの。 

 


